
高齢者の居住の安定確保に関する法律の改正概要 

■高円賃・高専賃・高優賃を廃止してサービス付き高齢者向け住宅に一本化し■高円賃 高専賃 高優賃を廃止してサ ビス付き高齢者向け住宅に 本化し、
都道府県・政令市・中核市の長に登録する制度を創設 （国交省・厚労省共管制度へ） 

 

□公営住宅の活用
注）地方公共団体による高齢者向けの優良な賃貸住宅制度は存置 

□公営住宅の活用  
         →サービス付き高齢者向け住宅を、公営住宅の目的外使用の対象へ 

□老人福祉法との調整規定  
         →登録を受けた場合には有料老人ホームの届出不要

■終身賃貸事業に係る見直し  
   →認可要件や申請事項の簡便化による制度の利用促進（資力信用要件等の廃止、

登録を受けた場合には有料老人ホ の届出不要

※ 

サービス付き高齢者向け住宅の場合の申請事項の省略）  

                  ※都道府県知事の認可制度 

■高齢者居住支援センターの指定制度の廃止  

■国・地方公共団体による高齢者の住宅に係る情報提供の努力義務  

■高齢者の居住の安定確保に関する法律の改正に併せた法律改正  
→サービス付き高齢者向け住宅への支援措置を規定 

□地域住宅特別措置法の改正 
   →サービス付き高齢者向け住宅の整備について地方公共団体に対する交付金 サ 付き高齢者向け住宅 整備 地方公共団体 対する交付金
   →公営住宅建替事業により新たに整備すべき公営住宅の戸数要件の緩和 
□住宅金融支援機構法の改正 
    →サービス付き高齢者向け住宅とするための既存の住宅の購入資金貸付け 6 

サービス付き高齢者向け住宅の登録制度の概要 

【登録基 】 有料 も登録 【登録基準】 （※有料老人ホームも登録可）
   《ハード》   ・床面積は原則25㎡以上  ・構造・設備が一定の基準を満たすこと 
           ・バリアフリー（廊下幅、段差解消、手すり設置） 

《サービス》 ・サービスを提供すること （少なくとも安否確認・生活相談サービスを提供）   《サ ビス》  サ ビスを提供すること （少なくとも安否確認 生活相談サ ビスを提供） 
            ［サービスの例：食事の提供、清掃・洗濯等の家事援助 等］ 
   《契約内容》 ・長期入院を理由に事業者から一方的に解約できないこととしているなど、 
           居住の安定が図られた契約であること 

敷金 家賃 サ ビ 対価以外 金銭を徴収しな と            ・敷金、家賃、サービス対価以外の金銭を徴収しないこと 
           ・前払金に関して入居者保護が図られていること（初期償却の制限、工事完了前の 
           受領禁止、保全措置・返還ルールの明示の義務付け） 
 
 【登録事業者の義務】 
   ・契約締結前に、サービス内容や費用について書面を交付して説明すること 
   ・登録事項の情報開示 

誤解を招くような広告の禁止

24時間対応の 
訪問看護・介護

   ・誤解を招くような広告の禁止 
   ・契約に従ってサービスを提供すること 
 

【行政による指導監督】

サービス付き高齢者向け住宅 
   訪問看護 介護
「定期巡回随時対応サービス」 
→介護保険法改正により 
 創設予定 

 【行政による指導監督】 
   ・報告徴収、事務所や登録住宅への立入検査 
   ・業務に関する是正指示 
   ・指示違反、登録基準不適合の場合 

の登録取消し    の登録取消し 

住み慣れた環境で必要なサービスを
受けながら暮らし続ける 

診療所、訪問看護ステーション、 
ヘルパーステーション、 
デイサービスセンター 
定期巡回随時対応サービス（新設）  
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サービス付き高齢者向け住宅において提供されるサービスの内容 

高 齢 者 生 活 支 援 サ ー ビ ス 

医 療 サ ー ビ ス 

介 護 サ ー ビ ス 

上 記 以 外 の サ ー ビ ス 

安否確認 / 生活相談 食事提供 清掃 洗濯等

＋ 

安否確認 / 生活相談 食事提供 清掃、洗濯等

居                          住  

 

高齢者居住安定確保計画の策定に係る検討状況 
●都道府県では、現在、５都府県（群馬県、東京都、神奈川県、大阪府、熊本県）が高齢者居住安定

策定予定年度

確保計画を策定済み。
●市町村では、現在、１町（釧路町）が高齢者居住安定確保計画を策定済み。 
●都道府県・政令市の高齢者居住安定確保計画の策定状況は以下のとおり。 

計画の策定予定 
策定予定年度

H23 H24 未定 

19都道府県 

青森県、岩手県、福島県、埼玉県、千葉県、 

ある 

青森県、岩手県、福島県、埼 県、千葉県、

石川県、長野県、静岡県、愛知県、滋賀県、 

兵庫県、和歌山県、鳥取県、愛媛県、福岡県、 

佐賀県、長崎県、鹿児島県、沖縄県 

1都道府県 

徳島県 

3政令市 
 仙台市、横浜市、神戸市 

13都道府県 1都道府県  
香川県策定する 

方向で 
検討中 

北海道、宮城県、茨城県、 

栃木県、福井県、山梨県、三重県、 

島根県、岡山県、広島県、山口県、 

宮崎

香川県 

 
4政令市  

札幌市、相模原市、 
北九州市 福岡市大分県、宮崎県 北九州市、福岡市 

検討中 

 7都道府県 秋田県、山形県、新潟県、岐阜県、京都府、奈良県、高知県 

 
9政令市 さいたま市 千葉市 川崎市9政令市 さいたま市、千葉市、川崎市、 

新潟市、静岡市、浜松市、名古屋市、岡山市、広島市 

なし 1都道府県  富山県   3政令市  京都市、大阪市、堺市 

（平成２２年１２月国土交通省調べ） ※ 都道府県は高齢者住まい法に基づく計画 ／ 市町村は高齢者住まい法基本方針に基づく計画 9 


